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あらまし：一人暮らしの高齢者数は増加傾向にあり，孤立する割合も高いことから，地域での見守りや生

活支援などが必要である．そのような中，医療福祉関係者以外のボランティア人材の育成が課題になって

いる．また，不確実性の高い VUCA の時代では，課題発見や解決のために挑戦する意識が重要になる．

そこで本研究では，ボランティアを通して問題発見・解決意識の向上を目的に，ガニエの 9 教授事象に基

づいた PBL 型教育プログラムを提案する． 
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1. はじめに
内閣府(1)によると，高齢者数は男女ともに増加傾

向にあり，令和 2 年では約 3600 万人となっている．

また，内匠(2)によると，一人暮らしの高齢者におい

て，一人で過ごす時間が 1 日あたり約 11 時間である

ことが報告されている．高齢化が加速する中，今後

も孤立する高齢者の増加は容易に推測できる．高齢

者の孤立防止には，地域内で高齢者を見守り，生活

支援のできる人材が必要であるが，少子化の中では，

その人材を確保することも難しく，ボランティア人

材の活用に期待がかかる．しかし，総務省統計局に

よると（3），2001 年に比べ 2021 年ではボランティア

活動の行動者率が約 10％低下している． 

ボランティアを活用し高齢者を支える地域活動の

1 つとして，大阪市鶴見区で行われる「あいまち」が

挙げられる．この活動はボランティア派遣制度とな

っており，主に生活での軽微な作業で困っている人

を助けるボランティアが行われている．しかし，近

年活動者数が減少し，令和元年度の活動者が 1190 人

であるのに対し，令和 4 年度では 874 人（4）と 27％

の減少が見られている． 

また，厚生労働省(5)によると，医療福祉分野の就業

者数においても 2040 年には 96 万人不足すると予測

されており，医療福祉関係者以外で高齢者を支える

人材の育成は喫緊の課題である．  

一方，現代社会は「VUCA」の時代と言われてい

る．この言葉は，不安定（Volatility）･不確実

（Uncertainty）・複雑（Complexity）・曖昧（Ambiguity）

の意味を持つ 4 つの英単語の頭文字から作られた言

葉であり，「VUCA」時代では既存の方法に囚われず，

新たなアイデアを生み出し，課題発見や解決のため

に挑戦する意識が重要である（6）． 

そこで本研究では，特に自己研鑽ができる時間の

多い学生を対象に，高齢者支援ボランティアの参加

を通して，課題発見・解決にむけた意識の向上を目

的とし，ガニエの 9 教授事象に基づいた Problem-

Based Learning（以下，PBL）教育プログラムを提案

する． 

2. 先行研究
これまでの研究から，PBL 教育が問題解決力や，

主体的に考える力の向上に有効であることが報告さ

れている．井上(7)は，大学生を対象に，PBL と PBL

以外のグループの学習効果を比較することで，PBL

情報教育の効果の検証を行った．結果として，問題

解決力，自己学習，対人コミュニケーション，情報

リテラシーの各項目で，PBL による優位な学習効果

が見られた．本庄(8)は，大学生を対象に PBL 教育が

実践された文系科目講義の受講成果を評価した．結

果的に，PBL 教育により就職活動や課題解決能力の

向上への有効性が確認され，PBL本来の目的である，

「生涯にわたって学び続ける力，主体的に考える力

を持った人材育成」に対しての効果が見られた．

このほかにも PBL 教育についての研究は数多く

行われているが，地域ボランティアのような地域課

題解決に関する PBL 教育を取り上げた研究は見ら

れなかった． 

3. 研究手法
そこで本研究では，課題発見や解決への意識の向

上を目指し，地域ボランティアへの実践を取り入れ

た PBL 教育プログラムの提案を行うことを目的と

する．  

3.1 プログラム対象者・課題テーマ 
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今回の PBL 教育プログラムの概要を以下に示す． 

対象者：協力への同意を得られた学生 

テーマ：少子高齢化社会でのボランティアのあり方

目標：少子高齢化社会におけるボランティアの課題

点に対して調査し，自ら解決策を提案できる

3.2 開発した PBL教育プログラム 

本プログラムは，「インストラクショナルデザイン

理論の父」と言われる学習心理学者のロバート・M・

ガニェが提唱した学習支援モデルであるガ二ェの 9

教授事象(9)に基づいて企画・開発した （表 1）． 

プログラムの内容は，最初に授業内で学習者が少

子高齢化社会の現状について学習する（事象 1～3）． 

次に，学習者自身で課題テーマについて学習・調

査を行う（事象 4）． 

その後，地域ボランティアを実践し（事象 5．6）， 

この経験を基に，課題テーマの解決策をグループで

議論し，発表する．発表後には他の学習者や地域の

担当者からのフィードバックを受ける（事象 7）． 

最後に，授業の課題として最終レポートを提出し，

学習内容を整理する（事象 8．9）．  

表 1 PBL 教育プログラムの流れ 

9 教授事象 教育プログラム 場所 

1 学習者の 

注意喚起 

少子高齢化社会に

関する講義 

授業 

2 学習目標の告知 課題テーマの告知 

3 前提条件 事前アンケート 

4 新事項の提示 テーマの学習 自宅 

5 学習指針 PBL 教育プログラ

ムの説明

授業 

6 練習の機会 ボランティア参加 現地 

7 フィードバック グループ発表 

8 学習効果の評価 アンケート評価 授業 

9 学習保持・転移 最終レポート 自宅 

4. 調査方法

4.1 研究の流れ

本研究は，図 1 で示すように手順Ⅰ～Ⅴの順で実

施する．  

図 1 本研究の流れ 

4.2 意識調査 

今回行う意識調査の詳細を以下に示す． 

対象者：調査の同意を得た大学生 100 人程度． 

目的：本プログラム開発の基礎資料とするため． 

調査方法：自記式アンケート調査． 

調査項目：ボランティア参加経験やボランティアへ

の興味・関心に関する項目，本研究で行う PBL 教育

プログラムに対する興味に関する項目． 

4.3 評価方法 

評価は，PBL 教育プログラム実施前後に同じ項目

でアンケート調査を行い，ボランティアへの意識や，

問題発見・解決意識を点数化し，比較を行う． 

ボランティアへの意識は，ボランティアへの参加

意欲や基礎知識を，問題発見・解決意識は，井上に

よって（7）妥当性が検証されている質問項目「さまざ

まな角度から多面的に問題を捉えようとしたか」，

「これまで学習してきた既習の知識を活用すること

ができたか」等の 5 項目である． 

PBL 教育プログラムの有効性は，事前事後のアン

ケートの総合点により，評価する．

5. まとめ
本研究では，学生を対象に，ボランティアを通し

て問題発見・解決意識の向上を目指し，ガニエの 9

教授事象に基づいた PBL 教育プログラムを考案し

た．今後，学生の意識調査をした上で，PBL 教育プ

ログラムの実践を行う予定である．
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